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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 
  

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期 
第１四半期 

連結累計(会計)期間

第60期 
第１四半期 

連結累計(会計)期間
第59期

会計期間 自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日

自 平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日

自 平成21年４月１日 
至  平成22年３月31日

売上高 (千円) 4,151,102 5,500,918 18,099,415 

経常利益 (千円) 158,699 980,803 2,207,937 

四半期(当期)純利益 (千円) 93,838 574,667 1,301,670 

純資産額 (千円) 16,827,271 18,036,033 17,857,697 

総資産額 (千円) 24,388,408 26,440,673 24,664,934 

１株当たり純資産額 (円) 1,107.12 1,183.24 1,174.91 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 (円) 6.17 37.81 85.64 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 (円) ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) 69.0 68.0 72.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 622,615 1,472,660 3,226,157 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △ 441,016 △ 245,499 △ 1,018,095 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △ 880,756 △ 380,270 △ 1,687,703 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (千円) 3,378,563 5,503,098 4,597,469 

従業員数 (名) 582 643 573 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

なお、当第１四半期連結会計期間より、東華隆(広州)表面改質技術有限公司を連結の範囲に含めており

ます。 

  

当第１四半期連結会計期間より、以下の会社を連結の範囲に含めております。 

 
(注) １  東華隆(広州)表面改質技術有限公司は、特定子会社であります。 

２  東華隆(広州)表面改質技術有限公司は、有価証券届出書又は有価証券報告書の提出会社ではありません。 

  

(1) 連結会社の状況 
平成22年６月30日現在 

 
(注) １  従業員数は就業人員数であります。 

２  従業員数欄の(   )内には、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員数を外数で記載してお
ります。 

３  臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。 
４  従業員数が当第１四半期連結会計期間において70名増加しておりますが、その理由は主として、東華隆(広
州)表面改質技術有限公司を当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めたことによるものでありま
す。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成22年６月30日現在 

 
(注) １  従業員数は就業人員数であります。 

２  従業員数欄の(   )内には、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しておりま
す。 

３  臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事 
 業の内容

議決権の 
 所有割合 
 (％)

関係内容

(連結子会社)      

東華隆(広州)表面
改質技術有限公司 

中国 
広東省 
広州市 

400万 
USドル

溶射及び 
溶接肉盛 
加工 

70.0
(出資比率)

①当社による溶射加工の技術指導及び溶射材
料等の販売 
②加工業務の受委託 
③当社による債務保証あり 
④役員の兼任等あり(当社役員の兼任２名、当
社従業員の出向１名) 

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 643 
(218) 

従業員数(名) 497 
(166) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 
当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 (注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 
２  上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結会計期間
前年同四半期比

生産高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  4,619,785 ― ― 

半導体・液晶製造装置用部品への加工 1,723,154  ― ― 

産業機械用部品への加工 1,081,130  ― ― 

鉄鋼用設備部品への加工 772,419  ― ― 

その他の溶射加工 1,043,081  ― ― 

報告セグメント  計 4,619,785 ― ― 

ＴＤ処理加工 197,249 ― ― 

ＺＡＣコーティング加工 156,542 ― ― 

ＰＴＡ処理加工 91,532 ― ― 

その他のセグメント 435,807 ― ― 

その他  計 881,132 ― ― 

合  計 5,500,918 ― ― 
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(2) 受注状況 
当第１四半期連結会計期間における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(受注高) 

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  
(受注残高) 

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  

セグメントの名称
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結会計期間
前年同四半期比

受注高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  4,774,443 ― ― 

半導体・液晶製造装置用部品への加工 1,772,632  ― ― 

産業機械用部品への加工 1,057,475  ― ― 

鉄鋼用設備部品への加工 801,680  ― ― 

その他の溶射加工 1,142,655  ― ― 

報告セグメント  計 4,774,443 ― ― 

ＴＤ処理加工 197,778 ― ― 

ＺＡＣコーティング加工 128,055 ― ― 

ＰＴＡ処理加工 135,046 ― ― 

その他のセグメント 476,547 ― ― 

その他  計 937,427 ― ― 

合  計 5,711,871 ― ― 

セグメントの名称 (平成22年６月30日) 

当第１四半期 
連結会計期間末 前年同四半期比

受注残高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  1,480,395 ― ― 

半導体・液晶製造装置用部品への加工 570,200  ― ― 

産業機械用部品への加工 222,211  ― ― 

鉄鋼用設備部品への加工 323,189  ― ― 

その他の溶射加工 364,794  ― ― 

報告セグメント  計 1,480,395 ― ― 

ＴＤ処理加工 29,632 ― ― 

ＺＡＣコーティング加工 49,259 ― ― 

ＰＴＡ処理加工 114,053 ― ― 

その他のセグメント 254,199 ― ― 

その他  計 447,144 ― ― 

合  計 1,927,540 ― ― 

3433/2011年-5-



  

(3) 販売実績 
当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  
当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

セグメントの名称
(自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結会計期間
前年同四半期比

販売高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  4,619,785 ― ― 

半導体・液晶製造装置用部品への加工 1,723,154  ― ― 

産業機械用部品への加工 1,081,130  ― ― 

鉄鋼用設備部品への加工 772,419  ― ― 

その他の溶射加工 1,043,081  ― ― 

報告セグメント  計 4,619,785 ― ― 

ＴＤ処理加工 197,249 ― ― 

ＺＡＣコーティング加工 156,542 ― ― 

ＰＴＡ処理加工 91,532 ― ― 

その他のセグメント 435,807 ― ― 

その他  計 881,132 ― ― 

合  計 5,500,918 ― ― 

 

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東京エレクトロンＡＴ㈱ 359,230 8.7 1,169,916 21.3 
 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 
  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)におけるわが国経済は、輸

出の増加や政府の経済対策効果等により個人消費や生産に持ち直しの動きが見られましたが、欧州諸国

の財政問題等により株安・円高の傾向が再び強まるなど、依然として不透明な状況が続きました。 

こうした状況の中、当社グループでは収益確保のため、継続的にコスト削減に取り組むとともに幅広

い顧客への受注活動を展開してまいりました。 

この結果、当第１四半期連結会計期間における当社グループの連結業績につきましては、売上高が前

年同四半期比13億49百万円(32.5％)増の55億00百万円、営業利益が前年同四半期比８億17百万円

(569.4％)増の９億61百万円、経常利益が前年同四半期比８億22百万円(518.0％)増の９億80百万円、四

半期純利益が前年同四半期比４億80百万円(512.4％)増の５億74百万円となりました。 

セグメント別の状況につきましては、当社グループの主力である溶射加工は、半導体・液晶分野が好

調に推移し、鉄鋼分野も比較的堅調であったことから、当セグメントの売上高は46億19百万円、経常利

益は８億70百万円となりました。また、溶射加工以外のセグメントも回復基調にあり、売上高の合計は

８億81百万円、経常利益の合計は80百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間末における総資産は264億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億

75百万円増加いたしました。これは主に、流動資産が15億99百万円増加したことによるものでありま

す。なお、流動資産の中で増加額が特に大きいものは、現金及び預金の９億05百万円、受取手形及び売

掛金の５億74百万円であります。 

一方、負債は84億04百万円と前連結会計年度末比15億97百万円増加いたしました。これは主に、短期

借入金等の増加などで流動負債が16億78百万円増加したことによるものであります。 

また、当第１四半期連結会計期間末における純資産は180億36百万円と前連結会計年度末比１億78百

万円増加いたしました。これは主に、四半期純利益の計上５億74百万円、剰余金の配当２億65百万円、

連結子会社増加に伴う利益剰余金減少高１億97百万円により、利益剰余金が１億11百万円増加したこと

によるものであります。この結果、当第１四半期連結会計期間末の１株当たり純資産は1,183円24銭(前

連結会計年度末比８円33銭の増加)、自己資本比率は68.0％(前連結会計年度末比4.4ポイントの下落)と

なりました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度

末に比べ９億05百万円増加し、55億03百万円となりました。(そのうち、連結の範囲の変更に伴う資金

の増加額は57百万円。) 

なお、当第１四半期連結会計期間における各活動別のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりで

あります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期比８億50百万円

(136.5％)増の14億72百万円となりました。なお、収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益９

億68百万円、減価償却費３億93百万円、未払費用の増加額６億16百万円、仕入債務の増加額５億92百

万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額５億26百万円、法人税等の支払額２億52百万円、

賞与引当金の減少額２億74百万円であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期比１億95百万円

(44.3％)減の２億45百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出２億57百万円

によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第１四半期連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、前年同四半期比５億00百万円

(56.8％)減の３億80百万円となりました。なお、支出の主な内訳は、配当金の支払額２億36百万円、

長期借入金の返済による支出１億67百万円であります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は150,091千円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、東華隆(広州)表面改質技術有限公司を連結の範囲に含めたこと

により、同社の設備が新たに当社グループの主要な設備となりました。当該設備の状況は、以下のとお

りであります。 
  

在外子会社 

 
(注) １  帳簿価額のうち「その他」は、「工具、器具及び備品」と「建設仮勘定」の合計であります。 

２  賃借中の土地の面積は[  ]で外書きしております。 
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地)

セグメン
トの名称 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員
数(名)建物及び 

構築物

機械装 
置及び 
運搬具

土地 
(面積㎡)

リース 
資産 その他 合計

東華隆(広
州)表面改
質技術有
限公司 

本社 他 
(中国広東
省広州市) 

その他 溶射設備 その他設備 264,794 209,887 
― 
(―)

[11,538]
7,296 9,243 491,221 68 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,960,000 

計 40,960,000 

種類
第１四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株) 
(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 15,800,000 15,800,000 東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株であ
ります。 

計 15,800,000 15,800,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
  

(千円)

資本金残高 
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成22年６月30日 ─ 15,800,000 ─ 2,658,823 ─ 2,292,454 
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(6) 【大株主の状況】 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

なお、当第１四半期会計期間において、住友信託銀行株式会社及び日興アセットマネジメント株式会

社から平成22年４月22日付の大量保有報告書(変更報告書)の写しの送付があり、平成22年４月15日現在

で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、当社として当第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができません。 

 
  

また、みずほ信託銀行株式会社及びみずほ投信投資顧問株式会社からも、平成22年６月22日付の大量

保有報告書(変更報告書)の写しの送付があり、平成22年６月15日現在で以下のとおり株式を保有してい

る旨の報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社として当第１四半期会

計期間末の実質所有株式数の確認ができません。 

 
  

氏名又は名称 住所 保有株券等 
の数(千株)

株券等保有 
割合(％)

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 294 1.86 

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 715 4.53 

計  1,010 6.39 

氏名又は名称 住所 保有株券等 
の数(千株)

株券等保有 
割合(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 519 3.29 

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 262 1.66 

計  781 4.95 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。 
  

① 【発行済株式】 
平成22年３月31日現在 

 
(注) １  単元未満株式数には当社所有の自己株式19株が含まれております。 

２  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,400株(議決権44個)含ま
れております。 

  

② 【自己株式等】 
平成22年３月31日現在 

 

  
【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  
前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) 

 普通株式 600,800 ― ―

完全議決権株式(その他)  
 

普通株式 15,197,400
 

151,974 ―

単元未満株式  
 

普通株式 1,800
 

― ―

発行済株式総数 15,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 151,974 ―

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
トーカロ株式会社 

神戸市東灘区深江北町 
４－13－４ 600,800 ― 600,800 3.80 

計 ― 600,800 ― 600,800 3.80 

２ 【株価の推移】

月別 平成22年
４月

 
５月

 
６月

最高(円) 2,067 1,930 1,858 

最低(円) 1,879 1,540 1,540 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 5,503,098 4,597,469 
受取手形及び売掛金 7,158,800 6,584,101 
仕掛品 518,031 336,796 
原材料及び貯蔵品 690,642 588,640 
その他 368,647 530,666 
貸倒引当金 △7,442 △5,100 

流動資産合計 14,231,778 12,632,573 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 5,023,093 4,841,882 
機械装置及び運搬具（純額） 2,546,400 2,423,728 
土地 3,127,495 2,952,041 
その他（純額） 667,724 679,273 

有形固定資産合計 ※１  11,364,715 ※１  10,896,926 

無形固定資産 387,723 364,188 
投資その他の資産   
投資その他の資産 458,889 772,491 
貸倒引当金 △2,432 △1,244 

投資その他の資産合計 456,456 771,246 

固定資産合計 12,208,895 12,032,360 

資産合計 26,440,673 24,664,934 
負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 2,584,542 1,964,540 
短期借入金 ※３  514,971 ※３  － 

1年内返済予定の長期借入金 625,329 682,200 
未払法人税等 286,018 271,368 
賞与引当金 276,236 551,059 
その他 2,155,223 1,295,056 
流動負債合計 6,442,322 4,764,224 

固定負債   
長期借入金 550,000 600,000 
退職給付引当金 902,047 920,167 
その他 510,270 522,845 
固定負債合計 1,962,317 2,043,012 

負債合計 8,404,639 6,807,236 
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   
株主資本   
資本金 2,658,823 2,658,823 
資本剰余金 2,293,504 2,293,504 
利益剰余金 13,786,724 13,675,345 
自己株式 △772,971 △772,971 

株主資本合計 17,966,080 17,854,701 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △8,349 2,995 
為替換算調整勘定 26,523 － 

評価・換算差額等合計 18,173 2,995 

少数株主持分 51,780 － 

純資産合計 18,036,033 17,857,697 

負債純資産合計 26,440,673 24,664,934 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 4,151,102 5,500,918 
売上原価 3,158,804 3,665,895 
売上総利益 992,297 1,835,023 
販売費及び一般管理費   
荷造運搬費 43,618 51,357 
貸倒引当金繰入額 2,060 2,563 
役員報酬 58,393 55,359 
人件費 287,478 307,329 
賞与引当金繰入額 83,441 86,815 
退職給付引当金繰入額 9,994 11,302 
旅費交通費及び通信費 52,399 60,556 
減価償却費 16,145 11,673 
のれん償却額 24,556 － 
研究開発費 136,308 140,749 
その他 134,321 146,239 
販売費及び一般管理費合計 848,717 873,946 

営業利益 143,580 961,076 
営業外収益   
受取利息及び配当金 1,605 1,276 
受取ロイヤリティー 11,942 － 
受取技術料 400 1,781 
スクラップ売却益 1,810  
投資事業組合運用益 － 8,521 
株式割当益 － 9,813 
その他 11,676 10,277 
営業外収益合計 27,435 31,670 

営業外費用   
支払利息 7,315 9,379 
支払手数料 1,021  
投資事業組合運用損 3,313 － 
その他 664 2,563 
営業外費用合計 12,315 11,943 

経常利益 158,699 980,803 

特別利益   
保険解約返戻金 23,922 － 

特別利益合計 23,922 － 
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

特別損失   
固定資産除売却損 149 1,294 
ゴルフ会員権評価損 － 2,550 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,648 
特別損失合計 149 12,493 

税金等調整前四半期純利益 182,472 968,310 
法人税、住民税及び事業税 3,261 278,229 
法人税等調整額 85,371 122,262 
法人税等合計 88,633 400,492 

少数株主損益調整前四半期純利益 － 567,817 

少数株主損失（△） － △6,849 

四半期純利益 93,838 574,667 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 182,472 968,310 
減価償却費 459,388 393,435 
のれん償却額 24,556 － 
賞与引当金の増減額（△は減少） △277,768 △274,822 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △204,381 △18,119 
受取利息及び受取配当金 △1,605 △1,276 
支払利息 7,315 9,379 
固定資産除売却損益（△は益） 149 1,294 
保険解約損益（△は益） △23,922 － 
ゴルフ会員権評価損 － 2,550 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8,648 
売上債権の増減額（△は増加） 449,103 △526,462 
たな卸資産の増減額（△は増加） △18,879 △163,810 
仕入債務の増減額（△は減少） △169,319 592,262 
未払費用の増減額（△は減少） 434,816 616,487 
その他 30,667 124,476 
小計 892,593 1,732,353 
利息及び配当金の受取額 2,500 2,173 
利息の支払額 △8,983 △9,499 
法人税等の支払額 △263,495 △252,367 

営業活動によるキャッシュ・フロー 622,615 1,472,660 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △451,858 △257,150 
有形固定資産の売却による収入 － 2,163 
無形固定資産の取得による支出 △4,899 － 
投資有価証券の取得による支出 △880 △5,539 
保険積立金の解約による収入 14,251 － 
その他 2,370 15,027 

投資活動によるキャッシュ・フロー △441,016 △245,499 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △400,000 59,587 
長期借入金の返済による支出 △156,600 △167,800 
配当金の支払額 △296,779 △236,641 
その他 △27,377 △35,415 

財務活動によるキャッシュ・フロー △880,756 △380,270 

現金及び現金同等物に係る換算差額 151 1,129 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △699,006 848,019 

現金及び現金同等物の期首残高 4,077,569 4,597,469 
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少） － 57,609 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,378,563 ※  5,503,098 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 
  

 

  
【表示方法の変更】 

  

 

  

 (自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間

１  連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更 
当第１四半期連結会計期間より、東華隆(広州)表面改質技術有限
公司を、重要性が増したため、連結の範囲に含めております。 

 (2) 変更後の連結子会社の数 
２社 

２  連結子会社の事業年度等に関する事
項の変更 

当第１四半期連結会計期間より新たに連結子会社となった東華隆
(広州)表面改質技術有限公司の決算日は12月31日であります。 
四半期連結財務諸表の作成にあたっては、当該子会社の第１四半期
決算日(３月31日)の四半期財務諸表を使用し、第１四半期連結決算日
との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお
ります。 

３  会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 
当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基
準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務
に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平
成20年３月31日)を適用しております。 
これにより、営業利益及び経常利益は122千円、税金等調整前四
半期純利益は8,771千円、それぞれ減少しております。また、当会
計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は11,411千円であ
ります。 

当第１四半期連結会計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結貸借対照表関係) 
      前第１四半期連結会計期間において「のれん」を区分掲記していた無形固定資産については、「のれん」
の償却が完了したため、当第１四半期連結会計期間では「無形固定資産」として一括掲記しております。 

 

(四半期連結損益計算書関係) 
１    前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「スクラップ売却益」(当第１
四半期連結累計期間2,346千円)は、重要性が低下したため、当第１四半期連結累計期間において、営業外収
益の「その他」に含めて表示しております。 

２    前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外費用の「支払手数料」(当第１四半期
連結累計期間1,121千円)は、重要性が低下したため、当第１四半期連結累計期間において、営業外費用の
「その他」に含めて表示しております。 

３    「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用
語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の
適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しており
ます。 
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【簡便な会計処理】 
  

 

  
【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 

  

当第１四半期連結会計期間 
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  棚卸資産の評価方法 
当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸
高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 

２  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 
法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に
よっております。 
繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発
生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・
プランニングを利用する方法によっております。 

 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 
14,506,326千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 
13,989,251千円 

  
 ２  偶発債務 

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
等に対して次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
東華隆(広州)表面改質技術有限公司 

571,340千円 
(うち474,040千円は、34,780千人民元) 

  
※３    当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を
締結しております。 
当第１四半期連結会計期間末における貸出コミ
ットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり
であります。 

 

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円 
借入実行残高 ― 千円 
差引額 3,000,000千円 

※３    当社においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を
締結しております。 
当連結会計年度末における貸出コミットメント
に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま
す。 

 

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円 
借入実行残高 ― 千円 
差引額 3,000,000千円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 

  
(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 
 至  平成22年６月30日) 

  

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  

２  自己株式の種類及び株式数 

 
  

３  新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   
(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの 
  

該当事項はありません。 

  

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

※    現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年６月30日現在) 

 

現金及び預金勘定 3,378,563千円
現金及び現金同等物 3,378,563千円

  

※    現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年６月30日現在) 

 

現金及び預金勘定 5,503,098千円
現金及び現金同等物 5,503,098千円

  

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式 15,800,000株 

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式 600,819株 

決議 株式の種類 配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日 
定時株主総会 普通株式 265,985 17.50 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日) 
当社グループは、表面改質加工事業以外の事業には従事しておらず、単一セグメントのため、該当事
項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日) 
本邦以外の国又は地域に所在する連結会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年６月30日) 
海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  
【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会
が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ
ります。 
当社は、溶射加工を中心とした表面改質加工事業を展開しており、加工・販売拠点として国内に６つ
の工場を持っております。また、連結子会社は独立した経営単位であり、それぞれが独自の加工・販売
拠点を持ち、表面改質加工事業を展開しております。 
したがって、当社は、加工・販売拠点を基礎とした表面改質技術別のセグメントから構成されてお
り、重要性の高い「溶射加工」を報告セグメントとしております。 
「溶射加工」は、半導体・液晶製造装置用部品、発電用ガスタービンや電力貯蔵用電池、各種軸受類
などの産業機械用部品、鉄鋼用ロールや製紙用ロール、化学プラント部品などの設備部品等への溶射加
工を行っております。 

  
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＴＤ処理加工、ＺＡＣコーティ

ング加工、ＰＴＡ処理加工、ＪＣＣ(日本コーティングセンター㈱、ＰＶＤ処理加工)、東華隆（東華隆
(広州)表面改質技術有限公司、中国）を含んでおります。 

２  セグメント利益の調整額29,821千円には、各事業セグメントに配分していない全社損益(全社収益と全社
費用の純額)30,856千円、減価償却費の調整額△1,754千円が含まれております。全社損益は、主に事業セ
グメントに帰属しない営業外収益、一般管理費及び研究開発費であります。 

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 
  
(追加情報) 
当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指
針第20号  平成20年３月21日)を適用しております。 
  

   (単位：千円) 

 
報告セグメント その他 

(注)１ 合計 調整額 
(注)２

四半期連結損益
計算書計上額 
(注)３溶射加工

売上高      

  外部顧客への売上高 4,619,785 881,132 5,500,918 ― 5,500,918 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 9,095 22,272 31,368 △ 31,368 ― 

計 4,628,881 903,405 5,532,287 △ 31,368 5,500,918 

セグメント利益 870,578 80,404 950,982 29,821 980,803 
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

   
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

第１四半期連結累計期間 

   
(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  
該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

 

 

１株当たり純資産額 1,183.24円
  

 

１株当たり純資産額 1,174.91円
 

項目 当第１四半期連結会計期間末 
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 18,036,033 17,857,697 

普通株式に係る純資産額(千円) 17,984,253 17,857,697 

差額の主な内訳(千円)   
  少数株主持分 51,780 ― 

普通株式の発行済株式数(株) 15,800,000 15,800,000 

普通株式の自己株式数(株) 600,819 600,819 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数(株) 15,199,181 15,199,181 

(自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益金額 6.17円
 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益金額 37.81円

項目 (自  平成21年４月１日 
至  平成21年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
至  平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 93,838 574,667 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 93,838 574,667 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 15,199,181 15,199,181 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２１年８月１２日

ト ー カ ロ 株 式 会 社  

取 締 役 会  御 中  

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
トーカロ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間(平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２１年４月
１日から平成２１年６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半
期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期
連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーカロ株式会社及び連結子会社の平成２
１年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  青  山    裕  治 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  福  本    千  人 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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平成２２年８月１０日

ト ー カ ロ 株 式 会 社  

取 締 役 会  御 中  

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
トーカロ株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会
計期間(平成２２年４月１日から平成２２年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２２年４月
１日から平成２２年６月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半
期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期
連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーカロ株式会社及び連結子会社の平成２
２年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  福  本    千  人 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士  本  多    茂  幸 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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